



棟 居 快 行
（2018年５月15日　於専修大学神田校舎）
１　内閣の憲法解釈の方法
　平成26（2014）年７月１日閣議決定は，いわゆる集団的自衛権の限定的承認へと内閣
（法制局）の従来の憲法９条解釈を解釈変更した。内閣にも憲法解釈権がある以上，憲
法解釈の変更をする解釈変更権もある。これは法解釈というものが不変ではない以上，
解釈権を認めることの必然的結果として解釈変更権も認められるからである。
　およそ法解釈の解釈変更は，それまでの解釈が誤りであると判明したという希有な
場合を除くと，時代や社会通念が変化するとか（法律を支える社会的事実＝立法事実の
変化），法律が制定された時点では想定されていなかった事態が発生した場合（立法者
の想定外の事態の登場）などの際に行われる。ただし，法解釈それ自体が法文の文言の
範囲内で行われなければならず，この意味で，文理解釈の枠に縛られる。文理解釈の
枠を超えた法解釈は，立法事実の変化などを理由としても許されない。なぜなら，そ
うした法解釈は，法解釈に名を借りて法創造（立法）を行っていることになるからであ
る。
　内閣の憲法解釈も同様に，そもそも憲法条文の文理解釈の枠に縛られる。それを超
えた憲法解釈はもちろん許されず，同様にその枠を超えた憲法解釈変更も許されない。
他方で，政治部門である内閣は，憲法の文理解釈の枠の範囲内であれば，そこで可能
なA，B，Cといったいくつかの解釈の選択肢からどの解釈を選択するかについては，
内閣法制局のいいなりにならずに，自らの政治責任でAといった解釈を選択する権限
を有する。
　実のところ内閣が行う憲法解釈は，文理解釈の枠の中で複数の選択肢から一つのA
という解釈を選んでいる（その際に政治決断を行っている）にもかかわらず，あたかも
それが唯一の正解であるかのように内閣法制局に法理論的な説明を用意させることで，
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Aを選択したことの政治的な説明責任（対国会・対国民）を回避し，法解釈の衣に逃げ
込んできた。
　９条解釈についていえば，従来の政府見解（内閣法制局見解）が個別的自衛権行使し
か許されないという憲法解釈を確立してきたが，これは９条についての文理解釈の枠
内で複数の解釈が成り立つことと，そのうちの一つを内閣が政治決断によって選んで
いることをカモフラージュしてきた可能性があるということである。
　7. 1閣議決定による解釈変更が，かりに９条の文理解釈の枠のなかでの，Aという解
釈（個別的自衛権行使のみが許されるという解釈）からBという解釈（一部集団的自衛権行
使も許されるという解釈）への変更なのであれば，それは内閣の政治責任の下で許され
た解釈変更ということになりうる。
　つまり，閣議決定による解釈変更が憲法解釈として成り立つか否かは，９条の文理
解釈の枠をどう理解するか，および政治決断としてある解釈を採用したことが説明責
任を尽くして政治的に支持されるかにかかっていることになる。
２　7. 1閣議決定の憲法解釈変更が有する問題点
　もともと昭和47（1972）年10月14日政府見解（従来の内閣法制局解釈をまとめたもの）は，
明確に集団的自衛権行使を違憲としていた。「〔①〕憲法は，第9条において，……戦力
の保持を禁止しているが，前文において……また，第13条において……を定めている
ことからも，わが国がみずからの存立を全うし国民が平和のうちに生存することまで
も放棄していないことは明らかであ（る）」，「〔②〕しかしながら，だからといって，
……それは，あくまで外国の武力攻撃によって国民の生命，自由及び幸福追求の権利
が根底からくつがえされるという急迫，不正の事態に対処し，国民のこれらの権利を
守るための止むを得ない措置としてはじめて容認されるものであるから，その措置は，
右の事態を排除するためとられるべき必要最小限度の範囲にとどまるべきものである。
〔③〕そうだとすれば，……いわゆる集団的自衛権の行使は，憲法上許されないといわ
ざるを得ない。」（記号は筆者挿入）。
　これに対して7. 1閣議決定は，（抜粋）「……政府の憲法解釈には論理的整合性と法的
安定性が求められる。したがって，従来の政府見解における憲法第９条の解釈の基本
的な論理の枠内で，国民の命と平和な暮らしを守り抜くための論理的な帰結を導く必
要がある」としたうえで47年政府見解の①②に相当する内容を述べた。
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　他方で7. 1閣議決定は，「……パワーバランスの変化や技術革新の急速な進展，大量
破壊兵器などの脅威等により我が国を取り巻く安全保障環境が根本的に変容し，変化
し続けている状況を踏まえれば，…〔④〕我が国に対する武力攻撃が発生した場合の
みならず，我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し，これにより我
が国の存立が脅かされ，国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明
白な危険がある場合において，これを排除し，我が国の存立を全うし，国民を守るた
めに他に適当な手段がないときに，必要最小限度の実力を行使することは，従来の政
府見解の基本的な論理に基づく自衛のための措置として，憲法上許容されると考える
べきであると判断するに至った」，とした。すなわち，前記の「基本的論理」という規
範命題の今日の国際情勢への当てはめの結果として，集団的自衛権一部容認が正当化
されるという結論を引き出した。
　さきの昭和47年政府見解は，実際には枕詞として付されたにすぎない「基本的な論
理」とされる部分（①②）と，集団的自衛権の否定という結論（③）を一体として捉え，
その全体を９条の唯一の正しい文理解釈であるかのように見せかけていた。したがっ
て，これはこれで政治決断をカモフラージュするという問題を抱えていた。ところが
7. 1閣議決定は，47年政府見解をあえて「基本的な論理」の部分（①②）と集団的自衛権
を否定した結論部分（③）に峻別した。そして，「基本的な論理」（①②）を，時代を超え
て常に成立する方程式 y=f（x）として捉え，「結論部分」（47年政府見解の③，7. 1閣議決定
の④）を方程式にその時代ごとに変化する国際環境などから得られる安全指数ｘを代
入して得られるyとして捉えた。②に含まれる旧３要件が④で新３要件に置き換えら
れているのは，②のような規範命題を④で可変化，事実命題化，政策目標化したこと
の結果とみることができる。こういう「議論のすり替え」が閣議決定（およびそれを基
本的な論理は維持されているとして従来の内閣法制局見解と矛盾しないとして支持した内
閣法制局の現見解）の思考形式の特徴をなしている。
　7.1閣議決定による新解釈の下では，国民の生命・自由・幸福追求権の保全を目的と
しさえすれば，同盟国をどの範囲で設定するかという価値判断，および当該国の軍隊
が攻撃されている場合に日本の「存立危機」にどう直結するのか，という事実認定が
すべて内閣の専権事項にされることになる。その結果，「必要最小限度の実力行使」と
いう要件（これは47年政府見解においては集団的自衛権行使の否定を意味していた）が法的
な歯止めとしては機能しなくなる。この点も含め，政治責任と説明責任を尽くしての
解釈変更がなされなかったことが，多くの議論を呼んだ遠因であると思われる。
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　法学は実践のための理論であるが，何を争っているのかの鳥瞰を与えることも法学
の役割であることから，ここに講演記録の一部を記させていただいた。
３　小　　括
　私見を加える。そもそも文理解釈の対象を２項だけを孤立して捉えるのではなく，
９条１項と２項をつなげて読み，１項の「国際紛争を解決する手段としては，永久に
これを放棄する」を２項の冒頭の「前項の目的」に係ると解釈すれば（芦田修正論），個
別的自衛権だから合憲，限定的集団的自衛権だから違憲という定型的な議論にはなら
ない。むしろ，文理解釈の枠自体を９条全体に広げて再解釈するものとして，忘れ去
られてきた芦田修正論を復活するとすれば，同論の提唱者芦田均が意図したような２
項の骨抜きではなく，逆に集団的自衛権行使の歯止めという抑制的な役割を同論に果
たさせることが可能となる。
　すなわち，自衛隊が海外に派遣された場合に，その都度の作戦行動が現地のA国と
他のB国との「国際紛争」に関与すれば違憲，しなければ合憲という適用違憲論が，芦
田修正論を採用することで可能となる。これは，従来の政府見解にあった「武力行使
一体化論」（後方支援活動が前線の武力行使と一体化する場合には許されない）と実質的に
ほぼ変わらない。
　芦田修正論への解釈変更の方が，法的歯止めの理屈としては賢明だったのではない
か。
